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OPEC、石油の需要増予測を維持

石油輸出国機構（OPEC）は12日に公表した月報で、2024年の世界の石油需要が前年比日量225万バレル増える

とする見通しを据え置いた。24年の世界経済の成長に「上振れの可能性がある」との見方も示した。25年の予

測も変更しなかった。

月報では、中国などのけん引によって非経済協力開発機構（OECD）諸国で日量200万バレルの成長が見込まれ

るとした。OECD諸国では米国などが需要の伸びを支えると予測している。

OPECは24年の世界経済の成長について「下振れリスクは残るが、年初から予想される勢いが続けば24年の世

界経済成長に上振れの可能性がある」と、強気の見方を示した。24年前半まで経済成長の「力強い動き」が続

くと指摘した。

25年の石油需要は前年比で日量185万バレルの増加とし、2月の予想から変更しなかった。インド、中国を中心

とするアジア経済が「力強い成長軌道を描く」とし、24～25年の経済成長に弾みを付けると強調。米国でも

「成長の勢いが加速する」とした。
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フェノール価格3%高　3月国内大口、ベンゼン上昇で
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CO2から再生航空燃料　東芝が製造装置発売
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大成建設、再生アルミを建材に　供給網でCO2ゼロめざす

大成建設は2025年春に完成予定の自社グループの研究施設に、原材料の7割にアルミリサイクル材を使っ

たビル用建材を採用する。セメント使用量の削減も進め、建材調達から解体までのライフサイクル全体で

二酸化炭素（CO2）排出量の実質ゼロを目指す。

再生アルミ建材はLIXILの「プレミアルR70」を使う。スクラップ材から不純物を除去して再利用してお

り、従来より材料調達から製造時に発生するCO2排出量を約55%削減できる。

埼玉県幸手市に建設する研究管理棟の2～4階の窓枠部分に再生アルミ建材を採用する。天井や壁用の石膏

ボードなどでも脱炭素に対応した素材を採用する。バイオ由来燃料を使った建設機械の導入にも取り組

む。

大成建設は23年に設計データを3次元化する技術を使って、施工時のCO2排出量を算出するシステムを開

発した。今後は建物の解体や新築工事などで発生したアルミ廃棄物を回収し、リサイクル材に再利用する

取り組みも行う。
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日銀マイナス金利解除後利上げ、専門家5割「年内」予想

日経QUICKニュース（NQN）が、金融政策を分析する「日銀ウオッチャー」28人にマイナス金利解除後の

追加利上げ時期を聞いたところ「年内」予想が5割強に上った。アンケートは今月4～6日に実施した。継

続的な利上げは難しいとの見方も多く、2025年末時点での短期政策金利の水準については予想の中央値が

0.25%にとどまる。

・追加利上げ、最多は「今年7月」の4人

マイナス金利解除は今月か来月が有力視されている。その後年内に追加利上げがあると予想したのは15人

と回答者全体の54%に上った。15人のうち「7月」の予想が4人と最も多く、次いで「9～10月」「10月」

がともに3人だった。1人は「早ければ6月」と答えた。

バークレイズ証券の馬場直彦調査部長は、日銀は「マイナス金利やゼロ金利から早く脱したいと考えてい

る」とみて、7月会合で政策金利を0.25%まで引き上げると予想する。ただし「マイナス金利解除の影響を

慎重に見守る場合、10月に後ずれする可能性も十分ある」とした。

「追加利上げは25年に入ってから」との予想は5人（28人中18%）で、26年以降になるとの予想も5人だっ

た。

25年10月に追加利上げを予想する農林中金総合研究所の南武志理事研究員は「いったん2%割れとなるこ

とが見込まれる物価上昇率が、再び2%に向けて上がり始めるのを確認してから追加利上げを決める」とみ

ていた。
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・継続利上げは困難との見方

25年末時点の短期政策金利の水準の予想には27人が回答し、範囲は0.00～0.80%だった。

大和証券の岩下真理チーフマーケットエコノミストは「（25年の）賃上げの持続力に自信が持てない状況

では、政策運営はゆっくり安全運転に徹することが見込まれる」として、24年9月か10月に0.25%に引き上

げた後、25年末まで据え置きと予想する。

みずほ証券の上野泰也チーフマーケットエコノミストは、マイナス金利解除後の利上げは当面ないとみ

る。国内物価の上昇率鈍化が見込まれるうえ、米連邦準備理事会（FRB）など米欧の中銀の利下げで為替

が円高方向になると予想されることなどを理由に挙げた。
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